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弘前圏域定住 自立圏の形成に関する協定書

弘前市 (以下 ｢甲｣ とい う｡) と平川市 (以下 ｢乙｣ とい う｡)は､定住 自立圏の

形成に関 し､次のとお り協定を締結する｡ 

(目的)

第 1条 この協定は､中心市宣言 (定住 自立圏構想推進要綱 (平成 20年 12月 26

日給行応第 39号総務事務次官通知)第 4の規定によるものをい う｡)を行った甲

とそれに賛同 した乙との間において､相互に役割を分担 して､人 口定住に必要な都

市機能及び生活機能を確保 し､及び充実させ るとともに､地域活性化に努め､住民

が安心 して暮 らし続けることができる定住 自立圏を形成することに関して必要な事

項を定めることを目的 とする｡ 

(基本方針 )

第 2条 甲及び乙は､前条に規定する目的を達成するために定住自立圏を形成 し､次

条に規定する政策分野の取組において相互に役割を分担 して連携を図 り､共同 し､

又は補完 し合 うこととする｡ 

(連携する政策分野､取組の内容及び役割分担)

第 3条 甲及び乙が相互に役割を分担 して連携を図 り､共同し､又は補完 し合 う政策

分野､取組の内容及び役割分担は､次に掲げるとお りとする｡ 

(1)生活機能の強化に係 る政策分野

ア 医療 

(ア)救急医療体制の椎持及び充実 

a 取組の内容

圏域の救急医療体制を確保するため､休 日 ･夜間救急診療体制を維持す

るとともにその充実を図る｡
 

b 役割分担
 

(a) 甲の役割

甲が行 う休 日 ･夜間急患診療体制及び休 日在宅医診療体制を維持する｡ 

(b) 乙の役割

甲が維持する休 日 ･夜間急患診療体制及び休 日在宅医診療体制を支援

す るとともに､必要に応 じ経費を負担する｡


イ 福祉




(ア)子育て支援の充実
 

a 取組の内容


圏域の住民の子育て支援の充実を図るため､甲が行 う特別保育事業の対象

区域を圏域に拡大 し､圏域全体 として安心 して子育てができる環境を整備す

る｡ 

b 役割分担 

(a) 甲の役割

特別保育事業の対象区域を拡大 し､圏域住民の利用に供するD 

(b) 乙の役割

甲が行 う特別保育事業を区域内の住民に周知 し､積極的な活用を促進す

る｡

ウ 産業振興 

(ア)食産業の育成 

a 取組の内容

圏域の豊富な農産資源等を活用 した付加価値の高い商品づ くりや販路開拓

に取 り組む事業者を支援するための体制を整備す る.
 

b 役割分担
 

(a) 甲の役割

商品開発-のア ドバイスや事業者のマ ッチング等を行 う人材を確保す

るとともに､商品開発等に取 り組む事業者の発掘や販路開拓のための取

組を中心的に行 う｡ 

(b) 乙の役割

甲と連携 して商品開発等に取 り組む事業者の発掘や販路開拓のための取

組を行 う｡

エ 観光振興 

(ア)広域観光商品の充実 

a 取組の内容

圏域-の誘客につながる広域観光商品の充実を図るため､圏域に求められ

る観光ニーズを調査 し､及び検証するとともに､観光商品を開発する首都圏

の旅行代理店等-効果的な情報発信 を行 う｡ 

b 役割分担 

(a) 甲の役割



広域観光商品のニーズを調査 し､及び検証 し､首都圏の旅行代理店等 -

の情報発信を行 うとともに､取組に必要な経費を負担する｡ 

(b) 乙の役割

甲が行 う取組を連携 して行 うとともに､取組に必要な経費を負担する｡

オ 地域防災 

(ア)広域備蓄体制の整備 

a 取組の内容

大規模 ･広域的な災害の発生時に被災住民に対 して的確に対応す るため､

青森県 と連携 しなが ら､燃料､毛布､飲料水等の物資を備蓄する体制を整備

す る｡ 

b 役割分担 

(a) 甲の役割

備蓄体制の在 り方等について国及び青森県 と調整を図 りなが ら､その体

制整備 に関す る施策を実施するとともに､整備 に必要な経費を負担す るC 

(b) 乙の役割

甲と連携 して備蓄体制の整備に関す る施策を実施するとともに､整備に

必要な経費を負担す る｡ 

(イ)合同防災訓練等の実施 

a 取組の内容

大規模 ･広域的な災害の発生時に､自治体及び関係機関が連携 した対応が

できるようにす るため､組織間連携の確認 と向上を 目指 した合同防災訓練を

実施す る｡ 

b 役割分担 

(a) 甲の役割 

(i)	 合同防災訓練の実施方法､訓練項 目等について､提案 し､及び検討

す るとともに､防災関係機関 との調整を行 う｡ 

(ii) 合同防災訓練の実施について中心的に取 り組むとともに､必要な経

費を負担する｡ 

(b) 乙の役割 

(i)	 合同防災訓練の実施方法､訓練項 目等について､提案 し､及び検討

する｡ 

(ii) 甲と連携 して合同防災訓練を実施す るとともに､必要な経費を負担



す る｡

カ 環境 

(7) し尿処理の広域化
 

a 取組の内容


汚水処理等 を効率的に行 うため､圏域の し尿等 を一括 して処理す る｡ 

b 役割分担 

(a) 甲の役割

圏域の し尿等を一括処理することができる受入施設の整備に取 り組む と

ともに､必要な経費を負担する｡ 

(b) 乙の役割

甲と連携 して整備 に関連する取組 を行 うとともに､必要な経費 を負担

す る｡ 

(2)結びつきやネ ッ トワーク強化に係 る政策分野

ア 地域公共交通 

(7)圏域公共交通ネ ッ トワークの再構築及び利用促進
 

a 取組 の内容


地域公共交通の確保及び利便性向上に向けて､圏域 における地域公共交通

の実情を調査 し､及び検証す るとともに､総合的な調整を図 りなが ら､交

通事業者 と連携 して､圏域の公共交通ネ ッ トワークの再構築及び利用促進

に取 り組む｡ 

b 役割分担 

(a) 甲の役割 

(i)	 交通事業者 と共同 して圏域公共交通計画を策定 し､その施策の実

施 に中心的に取 り組む とともに､圏域における公共交通の利用促進活動

を実施す る｡ 

(立) 圏域公共交通計画の策定及びその施策の実施並びに利用促進活動

に関 して､必要な経費を負担す る｡ 

(b) 乙の役割 

(i)	 交通事業者 と共同 して圏域公共交通計画を策定 し､その施策の実施

に取 り組む とともに､圏域 における公共交通の利用促進活動を実施する｡ 

(ii)	 圏域公共交通計画の策定及びその施策の実施に関 して､必要な経費

を負担す る｡



(3)圏域マネジメン ト能力の強化に係 る政策分野

ア 圏域市町村の職員等の交流 

(ア)領 域市町村職員の育成 

a 取組の内容

圏域市町村職員の能力の向上及び連携強化を図 るため､合同研修を実施す

る｡
 

b 役割分担
 

(a) 甲の役割

圏域市町村職員が合同で実施す ることで効果が期待できる研修 を企画

し､及び実施 し､圏域市町村職員の参加の機会を提供す るC 

(b) 乙の役割

必要に応 じて職員を合同研修に参加 させ るとともに､必要な経費を負

担す るC 

(事務執行に当たっての連携､協力及び経費負担)

第 4条 前条に規定す る取組 を推進す るため､甲及び乙は､相互に役割を分担 して連

携 し､又は協力 して事務の執行に当たるもの とす る｡ 

2 前条に規定する取組 を推進するため､甲及び乙は､前条において規定するものの

ほか､必要な経費が生 じるときは､相互の受益の程度を勘案 し､当該経費を負担す

るもの とす る｡ 

3 第 1項の規定によ り必要 となる手続及び人員の確保に係 る負担並-びに前条及び前

項に規定する経鼻の負担については､その都度､甲及び乙が協議 して別に定めるも

の とす るO 

(協定の変更)

第 5条 甲及び乙は､ この協定の規定を変更 しようとす る場合は､協議の上 これ を定

めるものとす る｡ この場合において､甲及び乙は､あらか じめ議会の議決を経なけ

ればならない｡ 

(協定の廃止)

第 6条 甲又は乙は､ この協定を廃止 しよ うとす る場合は､あらか じめ議会の議決を

経た上でその旨を相手方に通告するもの とす る｡ 

2 前項の規定による通告は､書面によ り行 うもの とし､これに議会の議決書の写 し

を添付するもの とす る｡ 

3 この協定は､第 1項の規定による通告があった ときは､当該通告があった 日か ら



起算 して 2年を経過 した 日にその効力 を失 う｡ 

(疑義の解決)

第 7条 この協定の規定に関 し疑義が生 じた場合は､甲及び乙が協議の上､定める｡

この協定の締結 を証す るため､本協定書 2通を作成 し､甲及び乙が記名押印の上､

各 自 1通を保有す る｡

平成 23年 10月 12日

甲 弘前市大字上 白銀町 1番地 1

弘前市

市 長 葛 西 憲 之

乙 平川市柏木町藤山 25番地 6

平川市

市 長 大 川 喜 代 治




